
 

 

 

 

令和６年６月２５日 

 

  

報 道 機 関 各 位 

自 然 保 護 課  

 

ツキノワグマ出没警報の発表について 
 

このことについて、下記のとおり「ツキノワグマ出没警報」を発表しますので、県民に対す

る注意喚起について特段の御配慮をお願いします。 

 

記 

 

１ 期間  

令和６年６月２５日（火） ～ 令和６年１１月３０日（土） 

 

２ 区域 

県内全域 

 

３ 理由 

令和６年６月２５日（火）、青森市の八甲田山中においてツキノワグマに襲われたと見ら

れる死亡事故が発生したことから、ツキノワグマ出没注意報等発表実施要領第４条に規定す

る「クマによる死亡事故が発生し、又は出没件数が例年を大幅に上回ったとき。」に該当す

るため。 

 

４ 注意喚起の内容（クマ被害の防止方法） 

・ クマの出没状況に気を配り、出没が確認されている場所には近づかない 

・ 音を出すなどの対策を講じても、人間に近づいて危害を加える可能性もあることから、

特に、人身被害が確認されている区域への入山は控える 

・ 出没が確認されていない区域であっても、山に入るときはなるべく複数人で音を出しな

がら歩く 

・ クマを誘引する食べ物や生ごみなどを放置しない 

・ もし出会ってしまっても、落ち着いてクマとの距離をとる 等 

 

 

 

報道機関用提供資料（連絡先） 
 
担 当 課 
    

環境エネルギー部 
自然保護課自然環境グループ 
総括主幹 辻 健一郎 

電話 
番号 

内線 6505 
直通 017-734-9257 

報道監 環境エネルギー部 次長 山舘 清章 

時間外投げ込み 

http://gweb.pref.aomori.lg.jp/Scripts/dneo/dneo.exe?cmd=schindex


ツキノワグマ出没注意報等発表実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、県民にツキノワグマ（以下「クマ」という。）の出没に係る注意を

喚起し、クマによる人身被害及び農林水産物被害（以下、「人身被害等」という。）を防

止するため、クマ出没に係る注意報及び警報（以下、「注意報等」という。）について必

要な事項を定める。 

 

（注意報等の名称） 

第２条 注意報等の名称は、次のとおりとする。 

（１）クマ出没注意報（以下「注意報」という。） 

（２）クマ出没警報（以下「警報」という。） 

 

（注意報発表の基準） 

第３条 注意報は、次のいずれかに該当するときに発表する。 

（１）前年秋のブナの結実が、並作又は豊作のとき。 

（２）当該月のクマの目撃及び人身被害等の件数（以下「出没件数」という。）が例年よ

り多いとき。 

（３）その他クマの出没による人身被害等の発生が懸念されるとき。 

 

（警報発表の基準） 

第４条 警報は、次のいずれかに該当するときに発表する。 

（１）クマによる死亡事故が発生し、又は出没件数が例年を大幅に上回ったとき。 

（２）その他クマの出没による人身被害等の拡大が懸念されるとき。 

 

（注意報等の発表） 

第５条 県は、前２条の基準に該当すると認めたときは、注意報等を発表するものとす

る。 

２ 注意報等を発表する区域は、原則として県内全域とする。ただし、注意報等につい

て、特定の区域内においてのみ人身被害等が多発したときは、発表する区域を限定する

ことができるものとする。 

３ 注意報等の発表は、期間を定めて行うものとする。 

 

（注意報等の周知） 

第６条 県は、注意報等を発表したときは、県のホームページ等や報道機関を通じて県民

に周知するとともに、各市町村、県警察本部、関係団体等及び状況に応じて隣接県に対

し、その旨を通知し、注意喚起の徹底を図るものとする。 

 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、注意報等の発表に関して必要な事項は自然保護課

長が定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年７月６日から施行する。 

  



ツキノワグマ出没注意報等発表規程 

 

平成２９年７月６日 

自 然 保 護 課 

 

（注意報等の発表基準） 

第１ ツキノワグマ出没注意報等発表実施要領（以下「要領」という。）第３条及び第４

条に定める注意報等の発表基準について、次のとおりとする。 

（１）注意報の発表基準 

   要領第３条（２）の「例年より多いとき」とは、原則として当該１か月間のツキノ

ワグマの目撃、人身被害等の件数（以下「出没件数」という。）が、その月の過去５

年間の平均値に１．５を乗じて得た数値以上になったときとする。 

（２）警報の発表基準 

   要領第４条（１）の「例年を大幅に上回ったとき」とは、原則として当該１か月間

の出没件数が、その月の過去５年間の平均値に２を乗じて得た数値以上になったとき

とする。 

 

（発表時期） 

第２ 要領第３条及び第４条の注意報及び警報（以下「注意報等」という。）の基準に該

当すると認めるときは、速やかに発表するものとする。 

 

（注意報等の発表対象地域） 

第３ 注意報等を発表する区域は、原則として県内全域とするが、要領第５条第２項に規

定する区域を限定する場合は、県民局単位とする。 

 

（注意報等の発表期間） 

第４ 要領第５条第３項に規定する期間は、原則として１１月３０日までとする。 

 

（注意報等の発表の周知） 

第５ 要領第６条に規定する関係団体等は、青森県猟友会、青森県農業協同組合中央会、

全国農業協同組合連合会青森県本部、青森県りんご協会、青森県養蜂協会、青森県森林

組合連合会、青森地域広域事務組合消防本部、弘前地区消防事務組合消防本部、八戸地

域広域市町村圏事務組合消防本部、五所川原地区消防事務組合消防本部、十和田地域広

域事務組合消防本部、下北地域広域行政事務組合消防本部、北部上北広域事務組合消防

本部、中部上北広域事務組合消防本部、鰺ヶ沢地区消防事務組合消防本部、三沢市消防

本部、つがる市消防本部及び青森県山岳遭難防止対策協議会とし、当該団体には傘下の

組織への周知を依頼するものとする。  


